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師走を迎え、今年も残りあとわずかとなっておりますが、会合までもあと半年を切りました。年内中には
語学ボランティアの委嘱やメインビジュアル（ポスター）の完成・発表をする予定です。
会合準備をしっかり進めるとともに、会合開催・歓迎の機運を盛り上げるため、各種事業に取り組んで
まいりますので、引き続きご支援・ご協力をよろしくお願いいたします。

御礼 ポスター用顔写真にたくさんのご応募をいただきました

○応募方法
①SNSアプリ「インスタグラム」でハッシュタグ
「#G20新潟」をつけて応募写真を投稿
②「photo@g20niigata.jp」へ応募写真を
添付してメール送信

○募集期間
・一次募集：ポスター等に使用
募集終了しました。ありがとうございました。
・二次募集：歓迎パネル等に使用
募集中（2019年1月末（予定）まで）です。
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【関連事業：がたふぇすvol9の様子】
顔写真の撮影にご協力いただきました。

御礼 Ｇ20協賛金に多くのご支援をいただきました
オール新潟の体制で会合の成功につなげるため、協賛金を募集し、農業特区関連や包括連携協定締
結の企業様、７社から合計190万円のご支援をいただきました。 多大なるご支援・協力ありがとうござい
ました。
今後、協賛金を活用して、「親子向け会合会場見学ツアー」など、機運醸成を図る事業を実施してま
いります。

お知らせ 協議会ホームページをリニューアルしました
11月20日から協議会のホームページをリニューアル公開
しました。まだ準備中のページもございますが、
今後、協議会主催の事業や関連事業などの情報を充
実してまいりますので、ぜひご覧ください。

【協議会ホームページアドレス】
https://g20niigata.jp

【協議会ホームページ QRコード】

G20新潟農業大臣会合のポスター用の「笑顔の写真」を募集し、たくさんの皆様にご応募・ご協力いただ
きました。ありがとうございました。現在、年内中の完成を目指して制作作業を進めております。
引き続き、会場入口に展示する歓迎パネル等の制作に使用する顔写真を募集していますので、ご協力
をお願いいたします。応募の詳細については協議会ＨＰをご確認ください。
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お知らせ
◆12月の関連事業・連携事業

推進協議会では、官公庁や民間団体等が実施する事業と連携し、
会合への機運醸成を図るため、関連事業・連携事業への協力をお願い
しております。
会合と関連性が高いイベント等や、関連性が低くても会合の周知啓
発を図ることができ、機運醸成につながるイベント等で広報にご協力いた
だける場合は、下記事務局までご連絡ください。

イベント名 日付 会場 関連部署・主催者等
県開港150周年記念
「小澤家とみなと」展

12月1日～2月11日 旧小澤家住宅 新潟市歴史文化課

平成30年度国際理解教育プレゼ
ンテーションコンテスト

12月16日 朱鷺メッセ （公財）新潟市国際交流協会
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コラム② ～新潟で開催された国際会議について～

新潟ではこれまでに、複数の国の大臣等が参加する大規模な

国際会議が３回開催されております。（下記参照）

これらの国際会議の開催地として３回連続で選定されたのは

全国でも新潟のみとなっております。これまでの開催実績や新

潟のホスピタリティ（おもてなし）が評価され、連続での開催

に繋がったものと考えております。

Ｇ20の日本での開催は初めてであり、さらに他の会合に先

がけて新潟での会合が開催されるため、注目度が非常に高く

なっております。

2008年（H20） Ｇ８労働大臣会合（写真上）

2010年（H22） APEC食料安全保障担当大臣会合（写真中央）

2016年（H28） Ｇ７新潟農業大臣会合（写真下）

※会場はいずれも朱鷺メッセ（新潟市中央区）

お知らせ Ｇ20サミットのロゴマークが決定しました

【関連事業：ねぎサミットの様子】

国が公募していたＧ20サミットのロゴマークデザインが決定しました。富士山や桜を
用いて日本らしさを感じるデザインとなっております。今後、協議会で作成する広報
物に積極的に活用してまいります。
なお、ロゴマークの著作権は政府に帰属するため、使用を希望される場合は、事前
に外務省へ申請し、その承認が必要となります。
【外務省ＨＰ】
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/ec/page22_003101.html

関連事業等について


